



1は じ め に
日本経済は,1990年代 はじめにバブル経済が崩壊 し,経済が不安定になった.こ れに対 して
政府 は経済を安定させるために,多 額の財政支出を投 じて きた.そ れ と同時に地域に配慮 した
財政運営を行ない,所 得再分配を推 し進めてきた.こ うした財政運営や経済事情により大量の
財政赤字が発生することとなった.こ の財政赤字を減 らすために効率的な財政運営,特 に資源
配分を重視 した財政運営が求められている.財 政赤字 を減 らすには増税や支出削減 という手段
があるが,そ の前にまず支出の中身について吟味する.そ こで財政支出の1つ である公共投資
の配分について考察する.こ こでは公共投資を生活に関わる支出と生産に関わる支出に分類 し
た.ま ず生活に関わる公共投資として,上 下水道,厚 生福祉,文 教施設などとし,そ して生産
に関わる公共投資 として国県道,港 湾,空 港 などとした.本 論文では生活 と生産に関わる公共
投資の効率的な配分について考察する.
日本の現状 を見 るために生活に関わる公共投資と生産に関わる公共投資を具体的に見てみ
る.ま ず生活に関わる公共投資の例として下水道を取 りあげた.下 水道を取 り上げた理由は平
成12年度の 『行政投資』の事業 目的別行政投資額の生活基盤投資うち下水道の占める割合が最
も高いか らである.ま た下水道は全体で も道路 に次 ぐシェアを占めている.こ こでは下水道の
整備状況の指標 として下水道普及率 を見てみる.平 成13年度末において日本の下水道普及率
は64%である.そ れに対 して1996年の ドイツやイギリスでは下水道普及率は90%を超え,ア
メリカも1992年段階で72%を超えている.国 内で下水道普及率を都道府県別にみるとまだま
だ都市と地方の差は大 きい.下 水道普及率からみて,下 水道に関してはまだまだ整備すべき部
分があるのではないかと思われる.
一方,生 産に関わる公共投資の例として道路 を取 りあげなければならない.道 路を取 り上げ
た理由は平成12年度の 『行政投資』において,公共投資全体に占めるシェアが最 も大 きいか ら
である.本論文では道路の指標 として平成15年の 「世界の道路統計')」に道路密度2)を用いた.
これは国土に対 して道路がどれだけあるかの目安である.こ れによるとイギリス,フ ランスは
1.62,アメリカは0.65であるのに対 し,日本 は3.1である.こ の数字は先進国内でも高い数字
である.こ のことか ら単純に言えることは日本はイギリス,フ ランスと比較すると,2倍 近 く
道路があるということである.国 内で道路密度を都道府県別に見ると,小 さい方か ら北海道,
高知県の順であるが,高 知県の道路密度はイギリス ・フランスより高 くなる.道 路については
まだ渋滞が解消で きていない所 もあ り,また道路密度の指標か らの判断だけでは問題がないわ
けではないが,そ れでも下水道 よりは整備 されているといえるのではないかと思われる.そ の
ことか ら配分 を考えた時,道 路の一部を下水道に回してもよいのではないかと推察できる.
これまでの公共投資の配分率についての理論的な先行研究 として,生 産活動あるいは生活活




率,時 間選好率,民 間資本ス トックの分配率で決定する.
また実証研究として,公 共投資の蓄積 した社会資本ス トックの観点か ら,Aschauer(1989)
が米国全体の時系列データを用いて社会資本ス トックの生産性について実証 を行った.日 本で
は岩本(1990),浅子 ・坂本(1993)等が社会資本ス トックの生産性 について実証を行った.逆
に社会資本ス トックの生活への影響 について分析 した論文 として,赤 木(1996)は社会資本ス
トックと民間資本ス トックの限界生産性が等 しくなるという効率性の条件が満たされているか
否かを明 らかにすることにより,政府の社会資本ス トック整備が適切に行われて きたかを論 じ
た.そ の結果,生 産関連の社会資本ス トックと比べて,生 活関連の社会資本ス トックは相対的
に不足 していると指摘 した.
本論文 も社会資本ス トックの側から公共投資について議論するのだが,こ れまでの日本経済
を対象にした実証研究は,そ の多 くが生産活動あるいは生活活動 に及ぼす影響のいずれか一方
について考察を行ってお り,これらを同時に考慮 した研究はあまりない.そ こで生活関連と生
産関連の社会資本ス トックを用いて,政 府支出の配分が効率的に行われているか どうかを,理
論モデルをもとに実証分析することで確認する.本論文では生産関連の社会資本ス トックを公
的生産関連基盤 生活関連の社会資本ス トックを公的生活関連基盤と定義する.ま た生活関連
の公共投資に相当する政府支出を生活関連政府支出,生 産関連の公共投資に相当する政府支出
を生産関連政府支出と定義する.本 論文では政府支出は生活関連政府支出と生産関連政府支出
であるので,生 産関連政府支出への配分が決定すれば,生 活関連政府支出の配分 も決定する.
そこで生産関連政府支出への配分割合を,生 産関連政府支出の配分率 とし,この配分率につい
て考察する.




分率を導出する.3節 では現実のデータを用いて実証分析 した結果得 られるパラメータを用い
て生産関連政府支出の最適配分率の理論値 を導出する.そ の導出された理論値と現実の生産関




ここで設定される経済では,単 純な2世代の世代重複モデルを想定する.以 下か らは家計,
生産部門,政 府,市 場均衡の順に説明 してい く.
家計
代表的個人を考える.個 人は2期 間生 きるとし,それぞれ1期 目に働 き,2期 目に引退する.
また個人の収入は1期 目の労働所得のみ とする.そ のため1期 目は消費 と2期 目のための貯蓄
を行 ない,2期 目はその貯蓄で消費を行なう.こ こでは遺産は0と するので貯蓄は全て消費さ
れる.ま た個人は1期 目に労働所得 を得るのだが,労 働時間の選択 はここではで きないと仮定
す る.
税金は個人の労働所得 に対 してのみ課せ られるが,政 府は徴収 された税金の一部を,個 人の
生活環境を整えるための生活関連政府支出に分配する.生 活関連政府支出とは,公 的生活関連
基盤を形成するための支出である.こ の公的生活関連基盤 とは具体的には下水道や公園などを
指す.な お残 りの政府支出は,生 産の環境 を整えるための生産関連政府支出と分配される.
第'期に生まれた個人の効用関数を
と設定 す る.但 し,c1tは1期 目の労働 者1人 当 た り消費,c2t+1は2期目の労働 者1人 当た り
消 費,Gc,を公 的生 活関連基 盤 α を労働者1人 当た り消 費の分 配率,δ を時 間選好率,τ を労
働所 得税率 とす る.ま た δ,τ,αは時 間 を通 じて一定 と し,0<τ<1,0<δ,0<α<1の 条件 を
満 たす もの とす る.各 期 の効用 は消費 と公 的生活 関連 基盤か ら得 られ る.個 人の予算 制約式 は
(1-τ)wt,=c1t+st(2)
(1+rt+1)st=c2t+1(3)
とな る.wtは 労働 者1人 当た りの労働所 得,stは労働者1人 当 た りの貯蓄 であ る.
生産部門




と仮定する.た だ し,Ytは総生産額,Ltは労働者,Ktは民間資本ス トック,GKtは公的生産関
連基盤,Aは公的生産関連基盤の関数,.Fは労働者と民間資本ス トックの関数 βを民間資本ス
トックの分配率,γを公的生産関連基盤のパラメータとし,0<β<1,0<γとする.ま た民間資


















財市場の均衡は,定 義より各時点での財の需要が供給 と等 しくなる,す なわち'期の民間資
本投資と 潮 の総貯蓄が一致する点で成立するので
1It=St(9)





社会資本ス トックに対 してLee(1992)やTurnovsky(1995)では社会資本ス トックについ
て生産要素 として扱っている.こ の場合,政 府は生産において社会資本ス トック分の対価 を受
け取 り,政府はそれを補助金などの形で消費者に還元する.だ が,こ のことはモデル上では観
察できるが,現 実を考えた場合,観 察することは困難である.そ こで本論文では生産に関わる
社会資本ス トックは生産を促すための財 と考 えることにした.こ れは社会資本ス トックについ
て必要不可欠な財であるが,それだけでは生産が行えない財としている.『日本の社会資本』に
よると社会資本ス トックの定義は3つ あるが,そ のうちの一つに 「人間生活に不可欠な財であ
るが,共 同消費性,非 排除性などの財の性格から,市場機構によっては十分な供給を期待 しえ
ないような財 としてとらえる考え方」がある.例 えばダムや港湾 などは初期投資が膨大 に掛か
る事か ら,また下水道のような設備 は採算性の観点から民間で作 ることは困難である.
生産インフラが整っていない所で企業が生産を行 うことは特殊 な産業を除き,困難である.
道路や水道,電 気などがあってはじめて生産を行うことがで きる.こ うした環境を整える財を
政府が建造する.本 論文ではこのような財 を社会資本ス トックと捉 える.た だし社会資本ス
トックは生産性や効用 を向上させる効果はあるが,社 会資本ス トック自身では生産を行なうこ
とができない.
最後に,社会資本ス トックによる便益 は,賃金や利子率を通 じて消費者に配分 されるとする.
そうすることで税金を納めた対価 を消費者は受け取ることができる.つ まり完全分配が成立す
る.そ のことを以下は示 している.(4)式より利潤最大化の1階 の条件は
となる.た だ し,ytは労働者1人 当た り生産量,ktは労働者1人 当た り民間資本ス トックであ
る.(11)式は民 間資本ス トックの限界生産力が利子率に等 しいことを示 している.ま た(12)






となる.(15)式よりλtは1期目の労働者1人 当た り消費の限界効用 を表 している.ま た(15),
(16)式より1期 目の労働者1人 当たり消費の限界効用 と2期 目の労働者1人 当た り消費の限界
効用 との比は,2期 目の利子率 と時間選好率で表される.こ れより2期 目の労働者一人当た り
消費は
より1期 目の労働者1人 当たり消費で表現 される.こ れより労働者1人 当た りの1期 目の消費
と貯蓄は(17),(18)式より
となる.こ のことか ら労働者1人 当た りの1期 目の消費や貯蓄は労働者1人 当た り労働所得の
増加 関数になる.(19),(20)式より労働所得税率が高ければ可処分所得が小 さくなるので,労
働者1人 当た りの1期 目の消費や貯蓄はともに小さくなる.ま た時間選好率が大 きければ1期
目の労働者1人 当たり消費は大 きくなり,労働者1人 当た り貯蓄は小さくなる.
2.2動 学方程式 と定常状態
'期における生産関連政府支出と公的生産関連基盤の式(6),(7)式より
を導出できる.こ れはt+1期の公的生産関連基盤を期 の労働者1人 当た り労働所得で表現 し
ている.t期の総貯蓄はt+1期の民間資本投資であるので(9),(10)式より
と な り(20),(22)式よ り
が導出で きる.こ れ よりt期の公的生産関連基盤をt期の民間資本ス トックで表現で き,t期の
公的生産関連基盤 とt期の民間資本ス トックが正の関係であることがわかる.(23)式よ り労働
所得税率が大きい ときは税収が増加 し,生産関連政府支出が増えるので民間資本ス トックと比




と な る3).ここ でt+1期 とt期 の 労 働 者1人 当 た り 民 間 資 本 ス ト ッ ク と の 関 係 を
々ｋt+1/kt=1+ξtとして表す と,労 働者1人 当た り民 間資本 ス トックの増加率 の動 学方程式 が
と導出される.(25)式より人口成長率が増えると労働者1人 当たり民 間資本ス トックの増加率
が増 える.
定常状態とは労働者1人 当た り民間資本ス トックの増加率が一定になる事を指す.β+γ〈1
が成立すれば(25)式より
が成立 す る4).これ よ りξ*は安 定 的 な定 常状 態 にな る.定 常状 態 に なる と ξt+1=ξt≡ξ*が成
立 す るこ となので(25)式より
が導 出で きる.こ れか らの議 論 は β+γ〈1が 成立 す るケ ース のみ に限定 して行 な うこ ととす
る.
2.3定 常 状 態 にお け る比 較 静 学
(8)式より初期 の労働 人 口をL0とお くと,Lt=(1+n)'L0となる.こ れ より定常状態 におい て




となる5).こで代替効果を 「生産関連政府支出の配分率や所得税率 を上昇 させたとき1期 目
の消費か ら2期 目の消費にシフ トする効果」 とする.ま た所得効果を 「生産関連政府支出の配




率 を変化させても変わらず,ま た限界消費性向は一定になるので,生 産関連政府支出の配分率
を大きくさせても1期 目の消費から2期 目の消費にシフトがお こらないからである.こ れより
労働者1人 当た り民間資本ス トック,公 的生産関連基盤 労働者1人 当たりの1期 目,2期 目
の消費は大 きくなる.
労働者1人 当た り民間資本ス トックや1期 目の労働者1人 当た り消費に関して,所 得税率を
大 きくするときは,(28),(30)式よりの代替効果は正に,所得効果は負になる.こ のことか ら所
得税率が比較的小さいときは,代 替効果 よりも所得効果が大 きくなるので労働者1人 当た り民
間資本ス トック,1期 目の消費は小 さくなる.逆 に所得税率が比較的大 きいときは所得効果よ
りも代替効果のほうが大 きくなるので労働者1人 当た り民間資本ス トック,1期 目の労働者1
人当た り消費は大 きくなる.
公的生産関連基盤に関 して所得税率を大きくするときは,(29)式より労働者1人 当た り民間
資本ス トックと同様 代替効果は正 に,所得効果は負 に働 く.所得税率が比較的小 さくかつ γ
も小 さい,つ まり公的生産関連基盤が生産に与える影響が小さいときは,代 替効果よ りも所得
効果が大 きいので公的生産関連基盤は小さくなる.逆 に所得税率が比較的大 きくかつ γも大 き
い,つ まり公的生産関連基盤が生産に与える影響が大 きい ときは,代 替効果のほうが常 に大 き
くなるため,公的生産関連基盤は大 きくなる.所得税率が比較的小さくかつ γが大 きい場合 と,
所得税率が比較的大 きくかつ γが小 さい場合 については符号が確定しない.
2期 目の労働者1人 当たり消費に関して所得税率を大 きくするときは,(31)式より代替効果
5)(28)式から(31)式の導出はAppendix3を参照
は正に,所得効果は負に働 く.所得税率が比較的小さ くかつ γも小 さいときは,代 替効果より
も所得効果が大きくなるので2期 目の労働者1人 当た り消費は小 さくなる.次 に所得税率が比
較的大きくかつ γが小 さいときは,所 得効果よりも代替効果のほうが大 きくなるので2期 目の
労働者1人 当た り消費は大きくなる.最 後に γが大 きいとき,代替効果のほうが常に大きくな
るため,2期 目の消費は大きくなる.こ れには2期 目の労働者1人 当たり消費は1期 目の労働
者1人 当た り貯蓄 と2期 目の利子率が大 きく関わって くる.つ まり所得税率を増加させ ること
で1期 目の労働者1人 当た り貯蓄が下がるが,2期 目の利子率がそれ以上の増加をすれば税率




に,所得効果は正の方向に働 く.こ のことか ら生産関連政府支出の配分率が比較的小 さいとき,
生産関連政府支出の配分率を大 きくさせると代替効果 よりも所得効果が大 きいので効用は大 き
くなる.逆 に生産関連政府支出の配分率が比較的大 きいとき,生産関連政府支出の配分率を大




(35)式より生産関連政府支出の配分率の動 きを見る.ま ず γが大 きくなれば生産関連政府支
出の配分率は大 きくなる.こ れは(4)よりγは関数の公的生産関連基盤についている指数であ
6)(34)式の導出はAppendix4を参照
ることから,公 的生産関連基盤の生産に対する効果は大 きくなる.そ のため,γが大 きいとき
生産関連政府支出に対する配分 を増やすことになる.次 にαが大 きい とき生産関連政府支出
の配分率は大 きくなる.こ れは(1)式よ りαが大 きくなれば公的生活関連基盤 より消費の方が
効用 にさらに大きく影響するようになる.そ うすると公的生活関連基盤 より公的生産関連基盤
に対 しての政府支出の配分 を増やす ことになる.最 後 にβが大 きいとき生産関連政府支出の
配分率は大 きくなる.こ れは労働者1人 当た りで見た生産関数が
よりβが大 きいとき生産関数における1人 当た り民間資本ス トックの値が大 きくなる.こ れ
より生産効果が大 きくなることで生産関連政府支出に対 して配分 を増やす ことになる.
消費や貯蓄を増やす ことを考えるならば,生 産関連政府支出の配分率は高いほどよいことが
分かる.し かし効用から見ると生産関連政府支出の配分率を高めることは公的生活関連基盤が
小 さくなるため,逆 に効用を下げて しまう結果になる可能性がある.
次節で は現実のデータを用いて(35)式の生産関連政府支 出の最適配分率 に含 まれるパ ラ
メータの実証分析を行ない,生 産関連政府支出の配分率の最適値 を導出する.そ して導出 した





本論文で用いるデータは下記に記 した用に構築 した.県 内総生産 民間資本ス トック,労 働




本論文では1980年暦年価格で実質化 した県内総生産 を,生 産量 として用いる.1970年度か
ら1974年度までは 『長期遡及推計県民経済計算報告』の値を用いた.1975年度から1995年度
までは 『県民経済計算年報』(内閣府)の 平成13年度版に記載 されている県内総生産のデータ
を用いた.
(2)民間資本ス トック
民間資本ス トックは 「戦後 日本国内における経済収束と生産要素投入 ソロー成長モデル
は適用で きるか 」で用い られている 『日本府県データベース』(深尾 ・岳(2000))を用い
た7).都道府県別の民間資本ス トックのデー タをきちん と作成することは困難である.そ こで





度から1995年度 までは,『県民経済計算年報』 に掲載 されている都道府県別の就業者数を用い
た.1970年度から1974年度 までは 『日本府県デー タベース』の就業者 を用いた.そ して都道
府県別の労働時間だが,時 間外労働 を排除した値を用いることで,都 道府県別に労働時間がそ
れほど異なるとは言えないので,全 国一律 という扱いにした.そ の労働時間指数は 『労働力調






まず公的生産関連基盤 はス トックであるので,基 準年のス トックに毎年のフローの値 を積み
上げる方法(BY法)を 用いることによって導出した.
まず基準年のス トックとなるデータは1970年の 『国富調査』(旧経済企画庁)の 社会資本ス
トックの項 目を用いて1970年時点での行政投資より,生産関連政府支出の配分率にしたがっ




次に毎年のフローの値 については 『行政投資』の行政投資実績 を用いて都道府県別に表2の
ように生産関連政府支出と生活関連政府支出に分類 し,公的固定資本形成のデフレーターを用
いて実質化 した.ま た,赤 木(1994)と同様 公的生産関連基盤 と公的生活関連基盤の耐久年
数 を32年と想定 して除去率は0.03125とした.除 去率については全ての都道府県で等 しい と
している.具 体的なや り方等をふ くめて表2に まとめている.


















まず,β,γを求めるためにパネル分析のGMM推 定法で生産関数の推計 を行なった.生 産
関数は(36)式より以下の ように線形変換 した.
1lnyit+1=c+βlnkit+γlnGkit(37)
但 し,iは都道府県 を,tは時間を表す ものとする.ま た,ス トック変数の生産への寄与は,
投資の実施中には発生 しがたいと考えられることか ら,民間資本ス トックkと 公的生産関連基
盤Gkは,1期 のラグを想定す る.結 果は表3に 示 している.表3よ りβ,γについて統計的
に5%有 意で推計される.ま ず民間資本ス トックの係数は0.220と推定され,こ れまでの先行
研究9)と比較 してみると比較的低 い値 となっている.そ の理由として以下の ことが考えられ
る.民 間資本ス トックは常にすべてが稼働 しているわけではないので,そ の期にあわせて稼働
率で民間資本ス トックを調整する必要がある.し か し都道府県別に稼働率が導出されていない
ので,こ こでは民間資本ス トックを稼働率で調整 していない.そ のことが先行研究に比べ,数
値が低い値になっている可能性がある.
また公的生産関連基盤の係数 γの値は0.143が推定 された.こ の値については最近のデータ
までを用いて推定されている野崎(1999)や遠藤(2002)と比較 して少 し大きくなっている.
これは以下のことが考えられる.本 論文では公的生活関連基盤は生産効果がない と仮定して,
生産関数の推計からは除いている.γの値が少 し大 きく推定 されているのは,そ のことが影響
9)都道府県データを用いて生産関数の推計を行っている論文に限定して先行研究の値を表4にまとめた.
している可能性がある.







の配分率の理論値(q=0.183)が求め られる.そ の理論値 と現実 に行われてきた生産関連政府
支出の配分率 を組み合わせたものが図2で ある.こ れを見ると生産関連政府支出に過剰 に支出
されていた可能性がある.
現実の値 と本論文の導出 した理論値が離れていることについて,赤 木(1996)では生活にか












lVお わ り に
本論文では,前 半部分で生産関連政府支出の最適配分率を導出し,後半部分で現実のデータ
を用いてパ ラメータの推計を行ない,そこか ら生産関連政府支出の最適配分率の理論値を求め,
現実値と対比 させることでそれについての考察を行った.そ の結果,生 産関連政府支出に重点
の置かれた支出配分がなされていた可能性がある.こ の背景には経済成長優先の一環 として生




分析の問題点とこれからの課題 としては,モ デルの改善 として第1に 生産関数 効用関数に
ついてである.本 論文では公的生産関連基盤 を含んだ生産関数は民間資本ス トックと労働者の
代替の弾力性が1と いう生産関数を用いた.ま た効用関数 も各期の消費 と公的生活関連基盤の
代替の弾力性が1と いう仮定をおいている.そ の制約をはず したCES型の生産関数 効用関
数でも同様の配分率が導出で きるかである確かめる必要がある.
第2に 公的生産関連基盤のデータの作成方法についてである.社 会資本ス トックについての
データは大 きく3種類存在する.1つ 目には本論文で行なった基準年のス トックを 『国富調査
総合報告(昭 和45年)』を用いてそこにフローを 『行政投資』を用いて積み上げるというや り
方である.2つ 目には 『日本の社会資本』,3つ目には 『県民経済計算年報』の公的な固定資産
形成のデータをもとにそれを積み上げる形で作成するや り方である.そ の3つ のデータを用い
たどの場合でも同様のことが言えるか検証する必要があると思われる.ま た本論文では除去率
については赤木(1996)と同様一律32年と考 えているが,現実には耐久年度が5年 の ものや50
年のものなども存在する.除 去率が3.1%ではない場合 も考察する必要があると思われる.
第3に 配分率がパラメータに依存 しているため,デ ータの期間の取 り方によってパ ラメータ
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Appendix
が成立す るので,(A9)式よ り(A10)式を整理 して
(34)式の導出
1期目の効用の項 目は
